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日本企業における 々 / ベ一 シ ン誘発ダイナミズム 

ーアンプット 重視からアウトプット 逆 求への転換 一 

0 福田佳他力 (J ST) , 渡辺 千匁 ( 東工大社会理工学 ) 

且 ． 浮 

竿江月、 米国の競争力評議会 (Co 遵 ㎡㎝ 

Co 田 ㌘ e すぇ t@ ㏄ 皿 ㏄ 鱗 CoC)  @ ま Na 蛆 to 皿蕊 ovation IM 曲 a ぬ鴨 最終 レ 

ca" ( パルミサー / レポーいを公表し 

た 。 そして。 米国の競争力の 基 が 蝕まれていることに 警鐘 

ovat@onEcosy 轍 e 皿 " の構築に活路が 期 

待されることを 示した。 このレボ @ トの公表を皮切りに、 議 

会 でも議論が活発化し、 様 方な法案が提出された。 20 ㏄年 4 

月 にはブッシュ 大統領による 一般教書演説の 申で e て了 Oa 

C 。 通が 9 る @ む ven 鍵 s 磁 細細 ダが 発表された後も 法案の提出が 続 

いているが、 これらを統合した 法案を今冬に   成立させる方向 

性 が示されている。 

一方。 日本でも 2005 年 2 月。 産業構造審議会 ( 経済産業 

省所管 ) が、 技術革新が絶えることなく 生まれる r 生態系の 

構造」の構築を 提唱した。 この提案は第 3 期科学技術基本計 

画に反映され、 政策目標 ; イ ソ ベータ @ 日本」の で 。 r 科学 

の発展と絶えざるイノベーションの 創出」を大きな 方向とし 

て 明記している。 これを実現するため。 2006 年 6 月にぼ。 総 

のような現状の 下、 日本企業におけるイノベーション 誘発ダ 

イナミズムが 変容 し 、 世界競争が新構図に 直面している。 本 

研究でほ日本ハイテク 企業の事例を 紹介し。 N 醸め丑ま 

血 novation ヨ cosys ㎏下における 企業の位置づけを 考える。 

Z り 本の 

t980 年代から現在までの 日本の研究開発および 企業の技 

術経営の推移から、 注目すべき 5 潮流が認められる。 

(1) 研究開発のインプソ ト 大国、 アウトプ ノト 小国 

日木の研究開発強度㈲ FDP あ たり研究開発費 ) ぼ @980 年 

代に米国を上回った 後も上昇し続けている。 しかし。 技術の 

限界生産性は 990 年代に激減した 後。 目立った回復位認め 

            米国に大きく 差を開げられている ( 図笘 - ゑ 、 

  

  
  

  
合 科学技術会議がイノベーション 創出総合戦略を 発表する 

國 夏中．日米の   日米の技鰯の 限界生産性 

どともに。 経済財政諮問会議が 経済成長戦略大網を 公表し、 の 推移 の 推移 リ タ 6 伊 200" ノ   

「日本型経済成長モデル : の実現に向けて 推進すべき具体的 So 接五 ces     Japan,sSc@enceand 闘 われ e Pap 落 on So 洩ご c 億 Ss:E ぬて ope 態 nCo 血幹趙 @ む v 錘 lness Repo 壺 (2 ㈱ 貫 ). Ⅶ 穏 す き 

Tec 鮭 。 @ 。 騨 (an"""@ P 盆釜 e 五 。 打 J れ ㌢ れ亜 's  sc@ むぬ 。 愈 

施策を提言した。   
盆魚包 丁 む c ㍉ 軸 0@o 鰯 y く盆り丑 軸盆 @ 
@ss 憶 eea Ⅰ   

イノベーション 政策を重視する 動き ぼ 欧州でも認められ 

る 。 2 ㈱ 6 年 @ 戸。 欧州委員会が 任命した専門家グループが 報 ㊤ ) 研究開発 投 営業利益率の 激減 

告書 "Cr 眈 i@ng 餓吏薗 ㈱ 蕊牡ぢ蘇 op ダを 発表した。 その中で。 研究開発投資営業利益率は t990 年代半ばから 減少が続い 

小企業と大企業が 共生する 憶 cology が ぬ dus ゆ " の強化とそ ている ( 図 

れに対する支援の 重要性、 研究開発の生産性向上の 必要佳を   

指摘している。 

日米欧共に。 イ ソベ -- ション誘発の 観点から、 研究開発の 
辮 l50 

仮 Ⅰ   
インプットではなく。 そのアウトプ ツト を最大化させる f イ 

  
/ ベーションを 生み出す構造」と @ 投資」に 注 擁し、 その 構 

紬 品め 軽綜目宙 

造 として エ コシステムに 着目していること。 また。 イ / ベ --                         l""' 。 " " ㏄ 2 皿 ' 。 " 

ションは、 その土壌とも 言うべきインスティテ ュ - ション と 

は卯 4 つ ㏄ み ． 

                                                          に 依存することを 認識している。                                     @7 年経済財政白書 J @2005@   
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(3) 収益性が 2 極 化するハイテク 企業 

日本の化学上位 ヱ 0 社の売上高営業利益率は 、 380 年代末 

からけ 90 年代にかけてほ ほ 同様に推移してきたが、 2000 年 

代に入り 2 種化している ( 図刃 。 同様の傾向は 電気機械にお 

いても認められる。 

1@@@ 

'" 。 。 
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(4)  市場学習努力の 好対照 
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積格差 は 、 企業の市場学習に 対する見方およびそれに 伴 う努 

力の結果が収益に 現れてきていることを 示している。 企業の 

市場学習努力は、 学習係数 ' によって追跡することができる。 

代表的電気機械 4 社の市場学習係数の 推移において、 学習係 

数が低下から 増大に変局した 年に時間的な 差が認められる 

(5)  国内画 - 体質と国際企業群への 雄飛の 2 種 ィ巳 

日本のハイテク 企業 は これまで画一体質を 保ち、 各種の制 

度。 施策もそれを 前提に作られていたが。 米国企業と同様な 

技術経営ポジションを 取り、 国際企業群へ 雄飛する企業が 現 

aIn 尹 
' 学習係数え エー - 一一 

る ㎞㌘ 

学習曲線は - 連の学習曲線の 連続であ り、 それぞれの学習効 

率 は 教育、 経験および技術革新等の 関数で表され、 かつそれ 
らはすべて時間すの 関数であ り、 次式 のように示される。 

  
ノ =  兜 0 ん (0), 尤 ，もり‥ 乏 "(0) 符 

J-0- 

ており。 2 極 化し始めている。 

以上の 5 潮流は、 以下の 4 課題を啓発する。 

(1) ポスト情報化社会に 向けてほ技術経営規範として 研究 

開発 (R 眩め ) のインプット 嬬 働からアクトプット ( 

への転換が不可欠。 

(2)  このためにほ、 自前の D から継続的な 学習をてこに 

した外部技術の 獲得へのシフトが 

(3)  外部技術の獲得の 努力は技術経営構造を 変えることに 

なり、 伝統的な日本型同質企業群を 2 極化 。 

ひ )  以上はイノベーション 誘発ダイナミズムを 変容させ、 世 

界競争の構図を 変革。 また同質性を 前提にした日本の 制 

度。 施策。 ビジネスモデルを 大きく変容。 

Ⅹと売上高に 対する収 

益性 ダに 依存するので、 次のように表せる。 

渤 W, 洗又 ， 肋 ぎをそれぞれ 
/¥TFP 

( 全要素生産性 ) , 鰍卸く 営業 

主 仰 十一 

共進 ダイナミズムが 示唆される。 すな む ち 、 

い ) の湖 ぎけ 時価総額 ( 

源 」の調達を可能化 

( 研究開発貸金の 調達と市場学習機会の 

(3) その結果。 詔 ㎝を上昇。 

(4) これは研究開発強度 鰻だ ) とむが 5 に影響。 

(5) 以上のダイナミズム ぼ卍 P 成長率の増大に 貢 軋 

(6) このダイナミズム ぼ 

① のぬと 詔 併の精妙なバランスの 乗数効果として 生み 

出された R@@S {. ひパ X 朗卸 二 % ⑨、 および 

② そのの 血 ， S 生産性たるの W 授ゆ ㏄ キ 漱ぎ = ㎝ 穣 ) に依存。 

      したがって 、 

① F ヲ 成長率はび 俺 、 鰍 S 、 滞のの 3 音のダイナミズム 

で 表され、 

              ィ ナミズムは、 磁 3 ゆ俺と詔ぴの 乗数効果 )   
一 651 一 
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 以上のような 技術経営の共進化構造の 中で、 日本のハイテ 

ク企業は市場学習への 柔軟 牲と 独自技術への 拘泥との狭間 

に立たされている。 多くの企業が。 グローバル経済 下 におい 

て 市場学習の重要性に 注局し。 その 会を増大するために 企 

大、 つまり高時価総額の 実現を図っている。 しか 

し。 他社から学ぶことの 不可能なもの。 拘り 続 げるべきもの。 

他社から学んではならないものも 存在する。 つまり、 学ぶべ 

きものを見逃さず、 効果的に活用するためには 内部技術の禰 

が不可欠であ る。 このような概念 は r か皿 eStlc 蕊 On 」とい 

う用語で説明される。 ゆ 。 血 eStiC 蕊 On 」とは、 新たな技術や 意 

義。 手段を社会的条件と 統合して開発。 獲得ことを指す。 す 

なわち。 市場学習によって 外部か 

るのではなく。 内部技術の禰 養に 

内部技術と相乗効果を 生み出すことが 要諦であ る。 

本ハ ナミ 

図 5 の技術経営の 共進化構造に 基づき、 市場への柔軟性と 

独自技術への 拘泥との共進化については、 鰍 S の 鱗 嬢への 代 

  
    

仇 : キ 一ェンス、 ファナック、 付随、 京セラ、 キヤノン、 ヮコ一   

セイコー、 シャープ、 三洋、 丁り K= 王 

その他 -0 

の ， : キ 一ヱンス、 ファナック、 ローム、 村田、 キヤノン =@ 

その他 =0 
を総社のうち 時価総額が平均以上． 

D, . 心棒製薬、 エ アウオータⅠ ャ 一ム、 信越、 太陽日本 酸 
素 、 大日本インキ、 花王、 日 東ソー。 電気化学 = & 、 
その他 =0 

D,: 小林製薬、 ュニ 。 チャーム、 信越、 花王、 日東電工。 電気化学 = 
1 、 その他 -0 

864 社のうち売上高上位 30 社のうちカネボウを 除く   

(24@77)           

(392) 

五 % : ダイハツ、 日野、 いすし、 マツダ 

D, : 軍体 3 社 -1 。 その他 -0 

" 自動車㈹ 社 ( 三菱を除く ). アイシン精機、 デンソー、 草体 3 社 ( ト 

ョタ 車体、 関東自動 享 。 日産車体 )     
。 補完関係を、 汐 @ ま 

替 。 補完関係をそれぞれ 示す。 表 に 3 業種の大害。 補完 関 

係の結果をまとめる。 

七 三 %@% およ 

電気 

化学 
㌶ 社             補完 (L 刀 ㈱ 補完 

送用 機器 ノ 化学 ノ 電気 機 

の順に大きく。 臼旗 および ひ 俺の 

の順に大きいこどがわかる。 

  
  月 : スケールファクター 

と 表すと。 

一 GR2 一 



以上から、 日本の 3 業 

が 補完している 企業群 と 

いる企業群に 2 極 化していることがわがった。 

にの例人およびの 俺の の スキームを示す。 補完 

企業群は変動費および 固定費を削減することによって。 

) を 増大させるとともに 営業利益率 ( 

保している。 しかし、 丑を削減しようとすると、 のすも減少し 

てしまう。 一方、 代替企業群 は 変動費および 固定費を削減す 

ることなく武を 削減し。 それによって 綴を増加させている。 

完 企業群のうち、 リストラによって 駐を増大させるほど。 

抑制して研を 増大しているが。 輸送用 

させた余力によって への投資を増加きせている。 このこと 

から。 代替企業群 は 3 業種と 

施させており。 力が大きⅤ 

の再投資を進めていると 考えられる。 

補完企業については、 電気機械および 化学でほ 

五社を除き減少しているが、 耳 栓 とも 

が 減少している。 つまり 3 の抑制によってのす 

ていない。 また。 輸送用 

磁嬢 および ひ 竹の値がともに 増加している。 これはリスト 

㏄ 禰 およびの 乙 S の 補完が大きくなる。 また、 代替企業 

群の場合。 獲得覚部資源招が 大きいほど、 

の 磁 9 代替が大きくなる。 

ラ 策の励行によるものと 考えられる。 

加持 招 はどのように 獲得したのか。 それほ、 

市場学習努力によって 獲得した覚部 源 と考えられる。 企業 
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3 業種の各代表耳栓 の 

と 200 を - ㌶ 04 の 2 期間の変化を 図 7 に示す。 
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網 日本政府。 科学技術基本計画 (2 ㏄の   

。 答期窩 実質 蒼 平均冤の変化 ポイ ン け 

こついて、 電気機械 2 社と化学 @ 社で、 

値 が減少し。 ひ穏 および㏄ パの 値がともに増大している。 

一方、 化学を社と輸送用機器 2 社で、 

大している " つまり。 

翻 総合科学技術会議、 イノベーション 

( ㏄㏄ )   

⑨ 財政。 経済一体改革会議、 経済成長戦略大網 は鰯 6)   

[7l Europe 槻 Conmn 五 sssion, Cr 。 鰍蕊弩餓 In 鱒 ova ま え ve f 

は 006). 

・ W@ 随潮 s 國 ㎡． ， S ㏄爾ぬ 
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